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 ミ ャ ン マ ー 視 察 旅 行 

１.はじめに 

平成 26 年（2014 年）2 月 8 日から 10 日

（
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朝焼けのシュエダゴンパゴダ 

 

ヤンゴンの元最高裁判所（現 Township Court） 

４.ミャンマーの法事情 

また、長年の鎖国政策等により、インフ

ラの不備は深刻なようです。例えば、ミャ

ンマーは電力供給を主に水力発電に頼って

いるため、4～5 月の乾季には、ヤンゴン市

内の工業団地でも、停電の頻発により、各

工場で自家発電機をまわすことになり、人

件費が安くとも、燃料費により、赤字にな

ってしまうといいます。 

 クレジットカードは、基本的に使えず、

現金社会です。また、銀行業務がオンライ

ン化されておらず、通帳が手書きであると

聞きました。 

 

ミャンマーには、英領インドで形成され

たインド法典を移植したビルマ法典（成文

法）が未だに法源として生きており、これ

らの中には、100 年以上の時を経て、時代に

そぐわないものも存するようです。 

 最高法規は、2008 年に制定されたミャン

マー連邦共和国憲法です。 

 司法については、通常裁判所として、連

邦最高裁判所、管区及び州の高等裁判所、

県裁判所、郡裁判所等があります。このう

ち、郡裁判所（Township Court）の新件は、

刑事事件が圧倒的多数を占めるそうです。 

なお、ミャンマーは、昨年、ニューヨー

ク条約（外国仲裁判断の承認及び執行に関

する条約）に加盟しました（昨年 7 月発効）。 

ミャンマーというと、「ビルマの竪琴」が

思い出され、仏教国のイメージがあります

が、実際、国民の約 9 割が仏教徒です。 

 ミャンマー滞在中、早朝、シェダゴンパ

ゴダを訪ねたのですが、既に熱心な信者が

参拝しており、ミャンマーにおいて、仏教

寺院は生きた宗教施設であることが実感さ

れました。夜明け前にホテルを出発したの

ですが、ホテルのボーイさんに道を尋ねた

ところ、シェダゴンパゴダまで、自ら案内

してくれました。道中、托鉢の手伝いをす

る少年僧もみかけました。識字率が高いの

は、寺子屋のお蔭であるとも聞きます。 

 また、ミャンマーでは、本当に多くの日

本の中古車が走っているのをみかけます。

車両のボディーに、日本で使用されていた

際の社名等がある方が人気であると聞い

て、親近感を持たずにはいられません。 

 投資先としてのミャンマーは、未だ種々

の問題を抱えているという印象は否めませ

んが、ミャンマーの更なる発展を祈念して

やみませんし、今後もミャンマーについて

の情報をフォローし、リーガルサービスに

活かしていきたい所存です。 

５.むすび 
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消 費 税 に つ い て の 基 礎 的 な お 話 

消費税率及び地方消費税率が、平成２６年４月１日から、8.0％に引き上げられ

るということで、消費税については、ワイドショーでもとりあげられるほど、

近時、話題となっていますね。どういう場合に消費税がかかるかという消費税

の基礎については、事業者の方々にとっては当然のことでしょうが、世間一般

では、そう知られていないのかなと思いましたので、今回、とりあげてみます。 

 

弁護士 
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なぜ、個人所有の一軒家を売る場合、 

消費税はかからないのでしょう？ 

わが国の消費税は、「付加価値税の性質をもつ多段階一般消費税である」とされます。 

「付加価値」というのは、難しいのですが、 

「原材料の製造から製品の小売までの各段階において、 

事業
、、

が国民経済に新たに付加した価値のこと」 

をいいます（以上、金子宏『租税法』より）。 

具体的には、消費税は、 

①  国内において事業者
、、、

が行う資産の譲渡等（国内取引） 

および 

②  保税地域から引き取られる外国貨物（輸入取引） 

に対して課税されます。  

消費税法の課税対象って、究極的には「消費」だと思うんですけれど、 

①の国内取引について、 

消費税の納税者は、消費者ではなく、事業者であり、 

消費税法は、課税の対象について、事業者の側から規定しています。すなわち、 

「国内において事業者
、、、

が行った資産の譲渡等には、この法律により、消費税を課する」 

（消費税法４条１項） 

と規定し、 

「資産の譲渡等」についても、 

「事業
、、

として対価を得て行われる資産の譲渡又は貸付並びに役務の提供をいう。」 

（同法 2 条 1 項ハ） 

と定義しています。 

つまり、 ・国内取引であること 

・事業者が事業として行ったものであること 

・対価を得ていること 

・資産の譲渡・貸付・役務の提供であること 

が要件であり、このうち一つでも欠ければ、不
、

課税となるのです。 

したがって、個人所有の中古の一軒家を売る場合、 

「事業者が事業として行ったものであること」との要件を充たさず、 

不課税となります。 

ちなみに、「土地」は、使用や転売によって価値が減少する消費財ではないので、 

そもそも、「消費」という概念にはなじまず、 

土地の譲渡は、非
、

課税となっています（消費税法６条１項、別表第一 一）。 
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駐車場使用料は、「建物の区分所有等に関する法律」第 8 条の「債権」に 

該当すると判断した裁判例 

「本件管理規約及び本件駐車場使用契約書では、被控訴人は区分所有者に対し、別途

駐車場使用契約を締結することにより駐車場の専用使用権を設定できること、駐車場

の専用使用権を有している者は、被控訴人に使用料を支払わなければならず、これを

管理費に充当すること、管理費は共用部分等の管理に要する経費に充当すること、区

分所有権が第三者等に譲渡されたときは、当該区分所有者の駐車場専用使用権は消滅

するが、区分所有権を譲り受けた者は、前主が有していた駐車場の専用使用権を引き

継いで被控訴人と新たに駐車場契約を締結することが定められている。 

 そうすると、別途駐車場使用契約を締結することが前提になっていても、駐車場使

用権を設定すること自体は本件管理規約によって定められているし、駐車場使用料の

発生も本件管理規約によって定められているということができる。また、本件マンシ

ョンの駐車場が共用部分であることや、駐車場使用料が共用部分等の管理に用いられ

る管理費に充当されることも、本件駐車場使用料が個別的な契約に基づく債権ではな

く、規約による団体的規制に服する債権であることを示している。 

以上により、本件駐車場使用料は、法 7 条 1 項の「規約に基づき他の区分所有者に

対して有する債権」に当たり、法 8 条の「前条第 1 項に規定する債権」に該当する。」 

気になる判例・裁判例をご紹介していこうと思っていますが、今回は、弊事務所で


